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調　査　等　依　頼　書


　特定非営利活動法人に係る京都府府税条例の特例に関する条例の適用を受けたいので、下記の事項について調査の上、関係部局への伝達を依頼します。

記

１　申請日（府民税の均等割の課税免除については申告書の提出期限の日。以下「申請日等」という。）において府税の滞納がないこと。
２　申請日等前３年以内において、地方税法第55条第２項の適用を受けていないこと。
３　申請日等前３年以内において、国税通則法第68条の規定による法人税に係る重加算税の賦課又は地方税法第72条の47第１項若しくは第２項の規定による重加算金額の決定がされていないこと。
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